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平成２７年度における東北地区の景品表示法の運用状況等 

 

平成２８年６月８日 

公正取引委員会事務総局 
東 北 事 務 所 

消 費 者 庁 

 

消費者庁は，一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれのある不当

な表示及び過大な景品類の提供に対して，不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年

法律第１３４号。以下「景品表示法」という。）に基づいて厳正・迅速に対処するととも

に，同法の普及・啓発に関する活動を行うなど，表示等の適正化に努めている。 

公正取引委員会は，消費者庁長官から景品表示法違反事件に係る調査権限を委任され，

必要な調査を行うとともに，相談への対応，講師派遣等を通じた同法の普及・啓発に取

り組んでいる。 

平成２７年度における東北地区（青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県及び福島

県の６県）の景品表示法の運用状況等は，次のとおりである。 

 

第１ 景品表示法違反事件の処理状況 

１ 概況 

   景品表示法違反事件については，公正取引委員会事務総局東北事務所及び消費者

庁が行った調査の結果を踏まえ，消費者庁が，違反行為者に対して措置命令を行う

ほか，違反のおそれのある行為等がみられた場合には関係事業者に対して指導を行

うなどしている。 

   平成２７年度における景品表示法の事件処理件数は，指導が１件であった（平成２

７年度の処理事件は，別紙参照）。 

 

表１ 事件処理件数                            （単位：件） 

事  件 

措置命令 指  導 合  計 

２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度 

表 示 事 件 ０ ０ ６ １ ６ １ 

景 品 事 件 ０ ０ １ ０ １ ０ 

合  計 ０ ０ ７ １ ７ １ 

 

 

 

 

 

 

  問い合わせ先  公正取引委員会事務総局東北事務所取引課 

            電話 ０２２－２２５－７０９６（直通） 

ホームページ  http://www.jftc.go.jp/regional_office/tohoku/ 
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２ 表示事件 

平成２７年度に処理した表示事件は１件で，優良誤認（景品表示法第５条第１号）

であった。 

 

表２ 表示事件の内訳                           （単位：件） 

事  件 

措置命令 指  導 合  計 

２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度 

優良誤認 

（第５条第１号） 
０ ０ ２ １ ２ １ 

有利誤認 

（第５条第２号） 
０ ０ ４ ０ ４ ０ 

原産国表示等 

（第５条第３号） 
０ ０ ０ ０ ０ ０ 

合 計 ０ ０ ６ １ ６ １ 

（注） 平成２８年４月に改正法（平成２６年法律第１１８号）が施行された後の景品表示法の条項番号を記
載（以下同じ。）。 

 

３ 景品事件 

平成２７年度に処理した景品事件はなかった。 

 

表３ 景品事件の内訳                           （単位：件） 

事  件 

措置命令 指  導 合  計 

２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度 

懸賞景品告示 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

総付景品告示 ０ ０ １ ０ １ ０ 

合 計 ０ ０ １ ０ １ ０ 

 

４ 事業者が講ずべき景品類の提供及び表示の管理上の措置（注） 

平成２７年度に行った勧告及び指導はなかった。 

 
（注）平成２６年１２月に施行された景品表示法の改正法により，事業者は，景品類の提供及び表示に関

する事項を適正に管理するために必要な体制の整備その他の必要な措置を講じなければならないこと
とされた。消費者庁は，①事業者が講ずべき措置に関して，その適切かつ有効な実施を図るため必要
があると認めるときは，必要な指導及び助言をするとともに，②事業者が講ずべき措置を講じていな
いと認めるときは，必要な措置を講ずべき旨の勧告をし，その勧告に従わないときは，その旨を公表
することができる。 
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第２ 景品表示法の普及・啓発活動等 

１ 景品表示法に関する相談 

平成２７年度に受け付けた相談件数は１６０件であった。具体的な相談内容として

は，景品類の提供限度額に関する相談，食品の原材料表示や商品の性能表示に関する

相談，商品を販売する際の二重価格表示に関する相談等が挙げられる。 

 

２ 景品表示法に関する講師派遣等 

平成２７年度において，事業者団体等が開催する講習会に，計３回講師を派遣し，

また，山形県東村山郡山辺町（平成２７年５月），宮城県遠田郡美里町（平成２７年

９月），福島県郡山市（平成２７年１０月），福島市（平成２７年１１月），盛岡市（平

成２８年２月），仙台市（平成２８年３月）及び福島県西白河郡西郷村（平成２８年

３月）において，一般消費者等を対象に，景品表示法等の内容を説明するセミナーを

開催するなどした。 

 

３ 関係行政機関との連携 

仙台市において開催された「消費者行政ブロック会議（北海道・東北ブロック）」

（平成２７年９月）及び「景品表示法ブロック会議（北海道・東北ブロック）」（平成

２８年１月）に参加するなど，東北地区の関係行政機関とも協力して景品表示法の適

正な執行に努めた。 

 

 


